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はじめに
職務評価（jobevaluation）は、賃金を決定することが主たる目的ではないが、賃金に及ぼす影響
は大きい。したがって、われわれは、できる限りその主観性を排除しなければならない。旧来の評
価尺度では、職務の分析・評価はできても、職階についてはほとんど手をつけることができなかっ
た。というのは、現行の職務分析・評価は上司から指定された職務内容だけを対象とし、職務担当
者の自由裁量に任された内容にまったくといってよいほど注目していなかったからである。
企業において、大量の情報流通が認められるが、それは企業の各職務において大量の意思決定が
下されているからにほかならない。意思決定という行為は、広くは人間行動そのものであるが、狭
く計画という意味合いでとらえても、組織のすべての職務で行われているこ とである。とくに、経
営管理者は、担当する職位に関して決められた、ほぼ一定の範囲内で意思決定を下す義務を負わさ
れている1）。階層間の相違は、各職務の裁量内容の相違である。したがって、裁量の内容、すなわち
意思決定の種類を評価対象とすれば、階層間の差異だけでなく、職務の相対的序列づけができるに
違しヽなl卜
こうし九考えにもとづいて、意思決定を評価要素とする4 つの職務評価方法一ガイド・チャート
・プロフィール法（guide-chartprofilemethod ）、キャステリオン法（Castellionmethod)、パター
ソン法（Patersonmethod ）、さらに裁量の時間幅方式(time-spanofdiscretionmethod ）が考案さ
れた。そこには、組織のすべての職務で行われている意思決定行為そのものを評価要素や基準にす
れば、すべての職務に共通な尺度となるのでぱないかという考えがあった。
26
そこで本稿では、代表的な意思決定を評価要素とする職務評価方法であるパターソン法を中心に、
各種方法の特徴と問題点を検討する。次いで、管理者の職務に要求される意思決定の内容について
も考察する。
L パターソン法1.
内容と特徴
パターソン法(Patersonmethod) は、イギリスのグラスゴー(Glasgow) にあるチェスダース・マネ
ジメント・センター大学(ChestersManagementCentreUniversity) のパターソン(Paterson,T.T.)
によって考案された職務評価方法である。意思決定の種類に応じて職務を分析し、普遍的なモデル
ならびに支払い賃金総額に応じて職務を評価することをその特徴としている。言い換えれば、職務
で要求される意思決定の種類の重要度によって、すべての職務の価値を決定しようとするものであ
る。
表1 パターソンによる意思決定の構造
Band 意思決定の種類 階 層 等 級 意思決定の下位区分 職 制 名
E
D
C
B
A
O
政 策 決 定
計 画決 定
゛ 解 釈決 定
定型的決定
自 動 決 定
限 定 決 定
トップ・マネジメント
シニア・マネジメン｝
ミドル・マネジメント
熟 練 工
半 熟 練 工
未 熟 練 工
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0
統 合 決 定
政 策 決 定
統 合 決 定
計 画 決 定
統 合 決 定
解 釈 決 定
統 合 決 定
定型的決定
統 合 決 定
自 動 決 定
限 定 決 定
社 長
副社長
総括管理者
工場管理者
部門管理者
管理者
第一線監督者
技術者
監督
機械工
筋肉労働者
BandE 一 意思決定の種類は政策決定に関するものである。これは、最高経営層で下される意思決定で、
その範囲は広範囲に及び、多くの場合、法律によって限定されている。BandD
一 意思決定の種類は計画決定に関するものである。これは、上級経営層で下される意思決定で、
政策決定の範囲内で政策の実施計画を決定するものである。BandC
一 意思決定の種類は解釈決定に関するものである。これは、中間管理層で下される意思決定で、
決められた日程にしたがって計画に必要な機械や人的資源の利用法を決定するものである。BandB
一 意思決定の種類は定型的決定に関するものである。これは、熟練工が下す決定で、工程を決定
するものである。BandA-
意思決定の種類は自動決定に関するものである。これは、半熟練工が下す決定で、工程の制約
内で時と場所を決定するものである。BandO
一 意思決定の種類は限定決定に関するものである。これは、未熟練工が下す決定で、作業の速度
・動作の時期、作業サイクルを決定するものである。
資料出所:Paterson,T.T.,JobEvaluation:ANewMethod,vol.1,BusinessBooksLimited,1972,pp.25-26.;JobEvaluation
；AManualJorthePatersonMethod,vol.2,BusinessBooksLimited,1972,pp.3-4.
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旧来の職務評価では、職業間、企業間、階層間あるいは職種間の職務分析・評価には、ある程度
の妥協と主観が入り込むことを黙認していた。しかし、すべての職務に共通する客観的な評価要素
あるいは尺度（measure ）が存在すればこうした問題は解決できると、パターソンは考えた。まさに
すべての職務で要求される意思決定の種類を職務評価の共通尺度としようしたのである。そして彼
は、表1 に示したように、意思決定の種類と組織階層とを対応させ職務を等級づけた。
パターソンによれば、人びとは多くの事例を通じて、例えば、漠然と熟練工と半熟練工の意思決
定の違いや、トップ・マネジメシトとミドル・マネジメントの意思決定の違いを認知しており、意
思決定の差異を明瞭にするために等級区分をすることは比較的容易なことであるとい う2）／各職務
は、意思決定の種類によって、いずれかの意思決定Band に割り振られ、他の評価方法のようにウェ
イトづけをする必要がない。言い換えれば、パターソン法は、産業界で通用している、いわゆる社
長、部長、工場長といった職制名（title）によって、意思決定の種類を区別しようとするものであ
る。同一の意思決定Band 内での職務の数が多い場合は、それらの意思決定を調整する統合決定を
下す職務が設置される。したがって、BandO を除く各Band は2 つの等級に分割される。等級は0
から10まで区分されるが、意思決定の頻度によってさらに分割することができる。同一Band 内の
ある等級での決定は、より上位の等級り決定によって調整される。等級が上がることは、累進的に
意思決定の困難度が増大することを意味する。それはまた、会社の維持・成長にとっての重要度が
増大することでもある。
2. 職務分析・評価の手順
まず第1 に、この方法が産業界で通用する職制名によって意思決定の種類を区分しようとするも
のである以上、当該企業内のあらゆる職務を、上述した7 つの意思決定Band に分類しなければな
らない。実際には、すべての職務を分析・評価するのではなく、全職務数の10％の基準職務を抜き
取り（jobsampling ）、分析するのである3）。
ランハム（Lanham,E. ）がいうように、面接法で職務情報を収集するには面接要項と職務分析用
紙が必要である呪 パターソン法も、面接に基づく職務分析方法であるため、当該職務従事者に職務
内容について職務分析表（ジョブ・シート:jobsheet ）に記入させる方法をとっている5)。なお、意
思決定の等級に対する賃金は、等級O から10まで同率で支払われる。また、この賃率は、賃金の支
払い能力、業種、地域などによっても異なる。
3.3 つの分析手段
まず、職務分析表により職務の現状を把握し、面接により事実の確認ならびに修正を行う。各等
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級ごとに質問内容は異なっており、低次の等級では職務の構成要素、作業内容、処理方法などにつ
いての情報が収集される。偶数番号の等級では、統制の範囲や困難性、また高次の等級では、統制
下にある課業の範囲や数が分析の中心となる。こうして集められた職務情報は、①決定数計算法
（decision-countmethod ）、 ②総数 等級 法（count-rankingmethod ）、 ③等 級法 （rankingmethod
）といった3 つの方法により等級づけられる。ちなみに、パターソンによれば、それぞれの
方法の適用範囲が異なるため、すべての等級に適用できるのは③の等級法だけであるという8)。1
）決定数計算法：これは、下位等級で下される意思決定Band の種類の配分比率（100％）を表
示することで、職務の相対的序列を決定しようとするものである。
ある等級が多くの意思決定を必要とするならば、その等級は他の等級よりも相対的に困難である
といえる。また、ある等級が意思決定を必要とする多くの課業で構成されているならば、その等級
は他の等級よりも相対的に複雑であるといえる。つまり、職務の相対的困難性ならびに複雑性は、
職務の相対的重要性の一尺度となりえる。したがって、もし意思決定め数を数えることができる職
務評価方法があれぼ、その方法は職務の相対的重要性を客観的に測定できるのではないか、という
のがパターソンの考え方であるn。
パターソンは、この決定数計算法がもっとも客観的な方法であると紹介しているが、これは時間
ならびに動作研究の一手法であるMTM 分析そのものである。すなわち、彼は、低次の等級では職
務従事者のなすべき役割が指定されている、つまり物理的要素で支配されているため、旧来の工場
管理的手法が役立つと考えたのであろう。しかし、意思決定とは、まさに自由裁量の行使そのもの
である。とうていMTM 分析でその過程を測定できるとは考えられない。2
）総数等級法：これは、各職務に含まれる課業・処理方法・作業内容の困難性と複雑性を点数
化することで、職務の相対的序列を決定しようとするものである。職務評価が職務の相対的序列を
決定するものである以上、その基準が職務の相対的困難性と複雑性に置かれるのは当然のことであ
る。そうした意味では、この総数等級法は合理的であると考えられる。しかし、その等級づげは、
何ら根拠のないたんなる大小関係と各下位等級の絶対的なウェイトづけの欠如により主観的になら
ざるをえない。3
）等級法：これは、意思決定の頻度ならびに職務で必要とされる教育・経験や精神的努力を分
析することで、職務の相対的序列を決定しようとするものである。この方法は、すべての等級に適
用できるとされているが、あまりにも主観的である。例えば、意思決定の頻度を計測するのに、「ほ
んのわずかな」とか［頻繁な］といった定義は、漠然かつ曖昧である。
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4. パターソン法に対する疑問
パターソン法は、産業界で通用している職制名に よって意思決定の種類と頻度を6 つのBand(0
、A 、B 、C 、D 、E ）に分類し、さらにBandA を除く他のBand を2 つの等級に分割した。
偶数番号の等級（2 、4 、6 、8 ）は、同一Band 内の奇数番号の等級（3 、5 、7 ）に対して統合
的かつ調整的な意思決定を下すために設けられた。しかし、職制名つまり役職名は当該企業固有の
ものであり、たとえ同一名称であっても同一の意思決定を下していることにはならない。ごの点か
らパターソン法の客観性あるいは普遍性に疑問を抱かざるをえない。また、各等級ごとに決定され
る賃率が、企業の支払い能力や地域水準に依存するというのは、この方法が相対的な格差賃金つま
り「公平な賃金」(fairpayment ）を決定するものであって、絶対的な格差賃金つまり「公正な賃
金」（equitablepayment) を決定するものではないことを示唆している。
L ガイ ド・チ ャー ト・プ ロフ ィール法1.
内容と特徴
ガイド・チャート・プロフィ―ル法(guide-chartprofilemethod 、以下GCP 法とする)は、ヘイ(Hay,E.N.)
とその関係者によって開発されたものである8)。これは、①技術情報(know 一how)
〈これには教育や経験が含まれている〉、②問題処理能力(problem-solving) 、そして③責任(accountability)
といった3 つの要素を、それぞれ8 つの等級に分割し、点数を付し、職務を評価
しようとする方法である。ただし、②の問題処理能力の点数は、①の技術情報の点数の百分率比で
表示される。例えば、技術情報が100、問題処理能力が50％ならば、点数は50となる。こうして、各
要素ごとに算出された点数の合計によって各職務が比較される。
ここでいうプロフィール(profile) とは、文字通り、それぞれの職務価値の輪郭を明らかにする
ことを意味している。すなわち、どの評価要素がもっとも重要であるとか、その重要度はどのよう
な比率になっているのかを点数表示することで、それぞれの職務の特徴を浮き彫りにしようとする
ものである。それは、職務の内容よりも、明確な意思決定ができるよう、どの程度まで助言を与え
られるようになっているのか、あるいは二者択一的な意思決定を迫られた場合、問題をどの程度ま
で明確に分析できるようになっているのかといった、職務の機能的側面に着目している9)。
また、GCP 法は、主として管理者の職務を対象とした評価方法でもある。これについて、ヤソ
ガー(Younger,W.F.) は次のように述べている10)。
「(この方法は) 主として、管理職、技術・財務・政府・軍隊・専門職、そして医療にかかおる
職務と、いくっかの現業職に適用できる。」
職務評価方法は、職務の相対的重要性を評価することを目的としている。職務の相対的重要性は、
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当該企業や機関の組織目的によって異なるのが一般的である。GCP 法は、組織構造が目的によっ
て変化することを前提としているいこの点を把えても、後述する公正規範にもとづいて職務の絶対
的価値を決定しようとする裁量の時間幅方式とは、本質的に違うものである。
2.3 つの評価要素 ＼ し し
それでは、以下、GCP 法の内容についてより詳細にみてみ よ^11)レ：
まず、評価要素の①の技術情報要素だが、 これは経営管 理情報の深度(depth ）と範囲(width ）の2
つの次元に分けられ、等 級づけられる。次いで②の問題処理能力要素は、上述した ように①の要
素の乗数 として与えられ、これも思考の環境（thinkingenvironment ） と思考 の困難度 （thinkingchallenge
）の2 つの次元に分けら れる。 最後の③の責任要素は、=行動に対する自由度（freedomtoact)
と責任の重要度(magnitudeofaccountability ）の2 つ の次元から成 り立 ってい る。GCP 法
はこうした3 要素をもって、意思決定と責任、そして知識に基づ く権限とその当否(advisability) の
関係を 評価し ようとするものである。 ご ‥ ご
職務分析表に示 されている縦・横のマス目は、等比級数的に 点数 が配分さ れてい る。 これは、
ウェーバ ―の法則の差異閥(differentialthreshold ）の概念を応用した比率べ15％）で間隔づけられ
てい る几 こ うした一覧表に よって 、それぞれの職 務に要求される経営管理情報の広が りと深さ、
思考の環境と困難度、そして行動に対する自由度と責任の重要度を知ることができるノ すなわち、3
つの要素とそれぞれがもつ2 つの次元は、すべての組織の役割問に存在する諸関係を測定する共
通尺度になると、ペイらは考えたのではないだろ うかレ1
）技術情報要素 ニ ニ
一般的に ノウハウ（know-how ）とは、技術情報あるいは実際的知識をさす13)。パターソンは、ノ
ウハウとはふつうに容認できる職務業績に必要とされるすべての種類 の技能の総計であり、職務遂
行に必要な専門的・管理的・人間関係的活動につい ての知識や 経験 のこと である と定義づけ てい
る14)。j/
技術情報（√ウハウ）要素を構成している深度の次元は、A ～F までの8 つ の等級ごとに、職務
に必要な技能・教育・訓練につい ての定義が与えられている。その8 つの等級はさらに3 分割され、
全体で24 のレベルが設定されてい るノ 犬
いま1 つの範囲の次元は、I ～V までの5 つの等級ごとに、職務に必要な経営管理情報の範囲に
ついての定義が与えられている。さらに、上 記の5 つの等級は、ダ職務で必要とされる人間関係技能
（humanrelationsskill) によりさらに次の3 つに 分割される。 ト
この ように、情報技術要素は、深度次元の24 （8 ×3 ）等級と範囲次元の12 （V はのぞくので4
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×3) 等級を掛け合わせた288（24×12）のマトリックスによって評価される。評価は、先にも述ぺ
だようにウェ ーバーの法則を応用して作成された15％間隔表にもとづいた点数により示される。2
卜 問題処理能力要素一問題を検討する際の知識の使い方‥‥‥‥
この要素ぱ、問題解決のために経営管理情報を用いる際に必要とされる精神作用の大きさを意味
している。すなわち、裁量の行使といった意思決定において必要とされる精神的な働きのことであ
る。これは、技術情報要素の百分率比で表され、技術情報要素を強調するものである。
問題処理能力要素には、思考の環境と困難度の2 つの次元があり、それはさらに2 つの下位等級
に分割される。ここでいう環境とは、本質的に問題を解決する際に意思決定が被る制限あるいは制
約のことである。また困難度とは、職務の種類を意味している。 犬 ト
し ま1 つり困難度次元は、5 等級に分けられ、そ れはさらに2 つの下位等級に分割される。
このように、問題処理能力要素は、思考環境次元の16（8 ×2 ）等級と困難度次元の10（5 ×2
）等級を掛け合わせたl60（16×10）のマトリックスによって 評価される。3)
責任要素 ト ゝ ・・。・。。 ・。・
この要素は、行動に対する責任と行動の最終結果に対する責任を意味している。行動の最終結果
は、職務が完遂されなかった場合や誤って遂行された場合の誤りの可能性と誤りの結果によって測
定される。この要素には、行動に対する自由度と責任の重要度の2 つの次元がある。前者は3 つの
下位等級をもつ8 つの等級と、襲 者は4 つの下位等級をもつ4 つの等級に分割されるノ
責任の重要度次元は、職務で下された決定により危険を被るあるいは影響を受ける金額の多寡に
よって、極少、少、中、大の4 つの等級に分割されるふ ： 犬
3 。ガイド・チャート・プロフィ―ル法に対する疑問 ト し ／
技術情報要素の深度次元の各等級は、職務が必要とする技能の程度を表している。パターソンは、
技能を用いる際に下される意思決定の種類をBandX とかGradeX といった形で技能の程度に対応
させている。また、範囲次元の各等級は、Band に必要な意思決定を表している。J
例えば、深度のD 等級では、「職場内の経験やある程度の専門的資格により得られた専門技能」を
用いることで、BandB の決定を下すことができることになっている。一方、範囲のn 等級における
千既質や目標が似通っている業務の統合あるいは関係職能の調整」という意味は、そのD 等級で下
すことができるBandB の決定を調整する決定を下すことができるということである。それゆえ、
本質的に技術情報の深度と範囲は同じ次元を表している。言い換えれば、両者は相関関係にあると
いえる。一方が増加すれば他方も増加しなければならない。したがって、深度のA 等級の技能では、
範囲のV 等級に対応する整合的な決定を下すことはできない。そうでなければ、15歳の学生でも社
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長としての行動ができることになってしまり。そうしたことはもちろん可能かもしれないが、現実
的ではない。
また、範囲のI 等級と深度のG 等級との組み合わせは無意味である。なぜなら、「原則、訓練、そ
して理論の習得」は、ふつう未熟練・半熟練の人びとの職務遂行には必要ではないからである。結
局、深度と範囲の1^ の次元では、マトリックスを構成することはできない。なぜならば、両者は
同一の次元で評価されるべき性質のものであるからである。ただし、互いに相関関係はあることは
間違いのないところである。
さらに、「単純な習得事項を選択することで解決できる同一的な状況」（思考の困難度のI 等級）
にある人が、「原則、訓練、そして理論を習得する」（深度のG 等級）ことができるかどうか疑問で
ある。「新しい概念や創造的なアプロ、チを必要とする、新しくかつてない進路を発見を必要とす
る状況」（思考の困難度のV 等級）を［初等学校卒業レベルの教育］（深度のA 等級）しか受けてい
ない人がどれだけ理解できるだろうか。そうしたことはもちろん可能かもしれない力≒ 現実には稀
なことであろう。これらの次元も、相関関係は認められるがマトリックスを形成することができな
し≒
次に、責任要素の「行動に対する自由度」と問題処理能力要素の「思考の環境」との間に差異が
認められないことがわかる。例えば、「詳細な規則や厳格な指示（監督）の範囲内での思考」（思考
の環境のA 等級）と「直接的で詳細な指図と綿密な指示に従わなければならないこと」べ行動に対す
る自由度のA 等級）は、ほとんど同じ内容である。同様に、「全般的な管理の下で、広範囲な政策と
目標の範囲内での思考」（思考の環境のF 等級）と「職務に関する前例や政策、そして管理者の命令
により広く網羅された業務や手順」イ行動に対する自由度のF 等級）もほとんど差異がない。要する
に、思考の環境と行動に対する自由度はほぼ同義といえる。また、責任の重要度の4 つの下位等級
に金額の表示がないことも問題である。さらに、年間にごく少額しか責任を負わない社長が存在す
るとは思えない。逆に、多額の責任を負わされているのに、直接的で詳細な指図と綿密な指示を受
けている職務を遂行している人がどれほどいるというのか。
づ詳細な指導］とか「綿密な監督」といった定義は、それ以外のことには責任がないということ
を示唆している。後出のジャックス（Jaques,E. ）は、まさに責任とは規定されたもの（指定限界）
でぱなく、行動に対する自由（裁量内容丿 こ対して負うべきであるとしている≒ この行動に対する
自由は、意思決定に依存するものである。さまざまな制約が意思決定の種類を分化させる。した
がって、責任要素と問題処理能力要素ぱ、実際には同一のもの、つまり意思決定の種類を記述して
いるにすぎない。結局、3 要素は同一のことを重複して評価する尺度であるといえる16)。
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Ⅲ。キ ャステ リオン法1.
内容と特徴
キャステリオツ 法（Castellionmethod）は、コルティス（Cortis,L.)によって考案された職務評
価方法であるIT）。本質的に職務で必要とされる意思決定の種類に基づいて職務を分析・評価するこ
とをその特徴としている。ゴルティスのいう意思決定とは、行動についての系統的な選択の行使を
指している18)。つまり、この選択という行為こそが意思決定の目的なのである／キャステリオソ法
は、①意思決定の種類、②意思決定の頻度、③必要な計算の種類、④必要な理解力、⑤必要な注意
力、⑥過失の結果の重大性、⑦教育、そして⑧経験といった8 つの評価要素で構成されている。そ
れぞれの意思決定水準には、その相対的価値を表した点数が示されている。点数あるいは（各要素
をウェイトづけをするための）係数は、意思決定水準や等級に割り当てられる。
2 ．8 つの評価要素と問題点1
） 意思決定の種類14
の意思決定水準は、相対的に序列づけられ、そ れぞれに任意の点数が割 り当てられる。その点
数 の範囲は、高次の水準になるにしたがって順次広 がり、各等級に対応している。さらに各等級は、a
、b 、c と再分割され、全体で6 つ（O 、A 、B 、C 、D 、E ）の意思決定Band にまとめられて
い る。
このキ ャステ リオソ方式は、旧来の点数法を変形したものであ り、点 数法 では取 り上げ ら れな
かった意思決定を評価要素の中心におき、職務の相対的序列づげを行お うとするものである。しか
し、 意思決定 の種類についての定義が詳細に記述されているとはいえ、これを従業員に正確に理解
・納得させることは難しい。実際、パターソンに よれば、こうした定義や記述は多 くの人びとに理
解されなかった ようであ る川。客観性を高めるためには、可能な限 り数量的に表示し、記 述す る必
要があ る。しかし、定義には、［単純な］「わずかな」「大まかな」「広範囲のト「複雑な」といったあ
まりにも質的 な表現、つ まり主観的要素が混入している。このことが、 キャステ リオソ法の普及の
妨げ となった。2
）意思決 定の頻度：仕事の忙しさ〈係数〉
この要素は、それ自体独立した点数が割り当てられていない。 意思決定 の頻度が高くなればなる
ほど、意思決定 が困難にな るという理由で、係数がそれぞ れの水準に対応している。例えば、「（D 少
しも忙し くなく、余裕を もって下される、ほんのわずかな意思決定） とい った定義にみられる よう
に、意思決定の種類要素と同様に、あまりにも抽象的かつ質的な記述であ丿 、客観性は得られない、
言い換え れば、ここにも主観が入り込む余地があるとい うことである。
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3 ） 必 要 な 計 算 の 種 類
パ タ ー ソ ソ が い う よ う に 、 上 位 の 意 思 決 定 水 準 に な る に つ れ て 、 意 思 決 定 に 対 す る 制 約 は よ り 広
が り 、 不 確 実 性 と 危 険 性 は 増 大 し 、 漸 進 的 に よ り 複 雑 な 技 術 が そ れ ら を 減 少 さ せ る の に 必 要 と な
っ
て く る 呪 す な わ ち 、 技 術 が 複 雑 に な る に つ れ て 、 意 思 決 定 水 準 が 高 次 に な る と い う こ と で あ る
。 こ
こ で は 、 必 要 と さ れ る 計 算 の 方 法 と そ の 結 果 り 解 釈 が 問 題 と な る 。 「（4 ） 種 々 の 複 雑 な 公 式 や 計 算
方 法 り 使 用 と そ の 解 釈 」 と い っ た 定 義 は 、 例 え ば 、 新 製 品 の 理 論 コ ス ト を 計 算 す る と い っ た 場 合 、
数 多 く の 情 報 の 中 か ら 必 要 な 情 報 を 選 択 七 な け れ ば な ら な い こ と を 意 味 し て い る
。 さ ら に
複 雑 な 公
式 に 数 値 を 代 入 で き な け れ ば な ら な い し
、 結 果 を ど の よ う に 解 釈 す る か に よ っ て も 成 果 に 差 が で る 。4
） 必 要 な 理 解 力
犬 ＝
意 思 決 定 に 際 し て は 何 ら か の 情 報 が 必 要 と な る
。
情 報 が 複 雑 に な る に つ れ て 、 意 思 決 定 に お け る
困 難 度 が 増 大 す る 。 例 え ば 、「（4 ） 専 門 的 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に つ い て の
批 判 的 評 価 ］ と い
っ た
定 義
は 、 意 思 決 定 者 の 活 動 分 野 や 関 連 分 野 で の 最 新 の 出 版 物 を 批 判 的 に 理 解 す る ご と が で き な け れ ば な
ら な い こ と を 意 味 し て い る 。
ニ ト ＼5
） 必 要 な 注 意 力に
こ で い う 注 意 力 （vigilance ） と は 、 物 事 に 対 す る 強 い 専 心 を 意 味 し て い る21 ）
。 「
（2 ） 複 雑 な 作 業
領 域 に お い て 具 体 的 な 方 法 で 行 使 さ れ る よ う な 注 意 力 」 と い
っ た 定 義 は 、 例 え ば 、 自 動 車 の 運 転 時
や 自 動 制 御 装 置 の 操 作 時 に 行 使 さ れ る よ う な 注 意 力 を 意 味 し て い る
。 こ の 注 意 力 要 素 は 、 意 思 決 定
の 種 類 要 素 を 補 強 す る も の で あ る 。6
） 過 失 の 結 果 の 重 大 性
過 失 の 結 果 の 重 大 性 は 、 損 失 の 確 率 と そ の 程 度 に 依 存 す る 。 損 失 は 、 職 務 で 適 切 に 行 使 さ れ な
か っ た 注 意 力 と 、 間 違 っ た 意 思 決 定 か ら 生 じ る 。 ま た 損 失 は 、 職 務 で 使 用 さ れ た 人 的 ・ 物 的 資 産 の
損 害 を 意 味 す る
。 こ の 要 素 は 、 旧 来 の 点 数 法 で 用 い ら れ て い る づ 責 任 ト 要 素 と 密 接 に か か わ っ て い
る 。 こ の 要 素 も 注 意 力 要 素 と 同 様 に 意 思 決 定 の 種 類 要 素 を 補 強 す る も の で あ る 。7
） 教 育I ・
こ の 要 素 は 、 い わ ゆ る 学 歴 に 相 当 す る も の で あ る22）
。 こ の
要 素 は 、 職 務 が 遂 行 さ れ る ま で に 必 要
と さ れ る 時 間 数 に 関 連 し て い る 。 言 い 換 え れ ば 、 高 等 教 育 を 修 了 し て い れ ば 、 職 務 の 習 得 に 必 要 な
時 間 数 は 短 縮 さ れ る と い う こ と で あ る
。 た し か に 、 学 位 は 、 あ る 職 務 を 遂 行 す る の に 必 要 で は あ る
が 、 す べ て に 通 用 す る わ け で は な い
。 し た が っ て 、 こ の 要 素 は 、 現 在 で は な く 過 去 の 業 績 に 対 す る
報 酬 と み な せ る 。8
） 経 験
こ の 要 素 は 、 十 分 に 職 務 を 遂 行 す る の に 必 要 で あ る 、 精 神 的 か つ 肉 体 的 技 能 を 習 得 す る の に 必 要
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される最小限度の期間を示している。これは教育要素を補強するものである。言い換えれば、教育
によって習得された理論的知識を実際の状況に応用するのに経験がどのような形でかかわっている
のかを、時間係数で表示しようとするものである。同一の教育水準を受けても経験が豊富なものと、
乏しいものとでは、知識の応用の程度に差が生じるというのである23)。
IV. 裁 量 の時 間 幅方 式1.
内容と特徴 十
ジャックス（Jaques,E. ）は、裁量行使の結果が直属上司によって 検閲されるまでの期間、つ まり
時 間幅の長さと責任の重さが対応関係にあることを調査を通 じて明らかにした。 こうした時間幅概
念に基づ き√責任を測定しようとする技法が裁量の時間幅方式(time-spanofdiscretionmethod ）
である≒ ：
ジャックスは、裁量 の時間幅方式を考案するに際し、次の2 点に注 目した25レ
① 時給、週給、月給、年俸というたいわゆる賃金支払い方式に時間的要素の相異が認められる。
② 上司から決定結果の適否が告げられるまでの時間的長さと賃金支払い形態との間に相関関係
が認めら れる。 ニ
ジ ャックスは、職務内容を指定限界（prescriebedlimits ）と裁量内容（discretioncontents ）に二分
し、それぞれについて責任の水準を測定しようとした。彼は、決定結果の適否が出 るまでの精神的不
安感が、責任（responsibility）であるとする26）。指定された内容ぱ、上司や組織の規則に よって制限
が加えられたもので あり、負担は伴うとはいえ、そ れに従っている限り精神的不安感は生じない。
一方、裁量内容 は、人にとって内面的プロセスであ り、外部からは見ることはできない。したがっ七、
上司に よって検閲されるまで経過する期間が長引くほど精神的に不安定な状態も長くなる。こうし
た、いわゆるプレ ッシ ャーを受け る期間を裁量の時間幅と呼 んでいる。これは、「ある役割において
仕事 の速度と質をつ り合わせる際、部下が継続してぎりぎりまで、基準を下回る裁量を行使してい
ない としヽ うことを、上司 の管理者が見届け ることができるまでの最長の経過時間」と定義される2≒
このぎ りぎ りイ限界的）に基準を下回る裁量とは、「一組の基準が示す限界にわずかに及ばない結果
を 生む裁量のことで、それは一種の境界概念であり、それはす ぐに多 くの人の目を引くような極端
な判 断でもな く、即 座に観察するごとができないもの］である芦レ こうした 目に見えに くい裁 量行
使の結果ぱ、 ジャックスに よれば、次のような手続きを経て検証するこ とができるという29)。
① 注意を払いすぎたために時間が長 くかかってし まった場合（仕事の質の重 視、速度の軽視）。
② 仕事は短期間で完了したが、し不注意めために結果が基準の限界を下回 ってしまった場合 て仕
事の速度 の重視、質 の軽視）。 △
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一見、①のように結果が基準の限界を上回っているものと、②のように結果が基準の限界を下
回っているものとを同等に扱うことは矛盾していると考えられるかもしれない。しかし、仕事とは
本質的に、仕事をただ単に遂行すればよいというものではなく、限られた時間内で遂行する必要が
ある。時間幅の定義で述べられているように、よい仕事をするとい うことは、仕事のペースと質を
つり合わせて行うということである。
2 ．時間幅測定上の諸問題
裁量の時間幅の測定には、実施上、いくつか留意しなければならない点がある。ジ十ッタス自身
も、時間幅測定の過程で困難や矛盾を経験したようである。こうした時間幅測定上の諸問題が
ジャックス理論に対する批判の原因にもなっている。そこで、時間幅測定の実施ならびに結果につ
いて従業員から出された批判や疑問を整理してみると、次のようになる30）。
∩ 管理者の能力や態度に対する不信感
ジャックスの言葉を借りれば、本質的に時間幅測定は、管理者が部下に割り当てる課業について
の時間的要素を基礎にして、役割に含まれる仕事水準をたんに測定するだけである。だが、管理者
の中には、部下に正確な仕事の内容を指定できない管理者もいるはずである。こうした管理者が割
り当てた役割を正確に測定することはできないというのである。ジャヅクスはこうしたことは、管
理者からの情報を複数の人々によってよく吟味することで防げると述べている。
さらに、温情的に、部下の仕事の結果の検閲期間を延長してやる管理者もいるだろう。これは一
見、部下の仕事を楽にするように思えるが、ジャックス理論によれば裁量の時間幅が延長され、結
果の適否が出るまでの期間が長くなり、精神的負担がかえって増すことになる。2
）受け入れに対する消極的あるいは拒否的な態度
従業員は直接自分の身分や賃金にかかわる事項に対しては慎重で、保守的な態度をとるものであ
る。当然、時間幅測定の実施は従業員に不安感を抱かせよう。だが、ジャックスは、時間幅が公正
な賃金との間に密接な相関関係が統計的に認められることを従業員に理解してもらえば、二の点は
克服できると考えたようである。しかし、結論的にいえぼ、ジャックス理論が広く受け入れられて
いないのも、この点を解決できなかったからである。3
）測定結果に対する疑問や批判
これは、時間幅によって測定された役割の仕事水準に対して疑問があるというものである。
ジャックスは、ビルの塗装職人と外国航路の船長の場合を取り上げ、前者の仕事の結果の適否が数
年後に問われるのに、数日間責任しか負っていない後者の方が責任が重いというのは、一般的にお
かしいとい う意見に対して次のように答えているよそうした意見はあくまで部外者である第三者の
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感想であって、実際には、塗装職人は上司に頻繁に検閲されており、数年後に仕事の適否が問題に
されるといっても、これは指定内容に従わなかった結果が出てくるのである。また船長には、数年
にわたる最長継続課業もある場合があるo したがって、こうした批判は的外れだというのである31)
まさにジャックス理論に対する批判は、直観や経験といったごの主観的判断を重視していること
に向けられている。これに対して、ジャックスは管理者の主観的判断という状況の下で部下が仕事
をしているという現実を認め、まさにこの主観的判断の変動を測定することこそが、裁量の時間幅
方式の目的の1 つであると述べている32)。
V. 意思決定を評価要素とする職務評価方法に みる管理者職務
－むすびにかえて ー
パターソンは、職制名に対応して意思決定の種類を分類し、職務の相対的序列づけを行った。例
えば、部長・課長といった産業界で通用する役職名に相当する職制を管理職と呼ぶならば、彼らの
職務はパターソンの意思決定BandC に対応させることができる。そこで最後に、このBandC を基
準に、イギリス経営管理協会(BritishInstituteofManagement ）の意思決定 の範囲、ガイド・
チャート・プロフィ ルー法、キャステリオソ法、そして裁量の時間幅方式で定義づけられている管
理職で下される意思決定の内容について検討することにしたい。
この意思決定BandC に相当する職務は、低次のBandA やB の意思決定の範囲が、その目的なら
びに結果が規則や命令によって正確に規定されているのに対して、BandD で計画された政策の範
囲内で、前例や規則を決定する選択権を保有している。明らかに、BandC の選択なち びに裁量権
は、それ以下のBand のそれとは異なる上に、BandC では、新しい抽象概念と判断が求められる。BandC
の職務遂行者は、自らの意思決定に基づく行動結果の評価ならびに影響が自らに跳ね返っ
てくる可能性があることを考慮しておかなければならない。BandB 以下では、規則や命令が上位
のBand によって規定されるので、その行動の結果に対する責任は、上位のBand が負 うことにな
る。これは、「何故」このような意思決定を下す必要があるのかという種類のものと、「何を」すれ
ばよいのかという種類のものとの違いである。BandC では、意思決定を自ら想像し、その行動結果
を予知する能力が求められる。すなわち、直観力と想像力が必要なのである。 こうした能力は、BandC
～E とト つた想像的かつ支配的職能での意思決定過程において必須である已
わが国では、職務評価は職務給導入の前段階としての認識しかないようである。本来、職務評価
は、新しい職務の出現や職務間の不均衡が生じた際、職務の相対的序列を修正するための手段ある
いは技法にすぎない。したがって、職務の相対的価値に応じて賃金が支払われている、例えばアメ
リカでは、すでに伝統的かつ社会的に職務の相対的序列が確立されており、職務評価ぱたんなる調
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整の手続きにほかならない。すなわち、わが国では職務評価の結果である賃金支払い方式が問題と
なるが、アメリカでは労使ならび労働者間の利害に直結する評価方法の方が重要なのである。
職務価値が賃金に直接反映するために、職務評価方法は、すべての従業員に納得性、信頼性、公
平性さらにぱ公正性を与えるものでなくてはならない。この点、パタ¬ソソ法は、面接のいかんに
よって従業員に信頼性を抱かせることができるかもしれないが、公平性さらには公正性に至っては
疑問である。評価方法が信頼性を得るための条件の1 つに、平易さ、簡単さがあるが、職制名を基
準に意思決定の種類に分類するという手続きは、たしかに平易ではある。実際に経営者と管理者と
では職務に要求される意思決定には差異が認められよう。しかし、近接・隣接等級またぱ同等級内
において、意思決定の差異を認識することはすこぶる困難である。まさにその差異を明らかにする
ことが、職務評価方法の目的であるならば、基準を厳格に定義づける必要がある。つまり、複雑に
すれば客観性は高まるのである。結局、平易性を求めれば主観性が高くなり、客観性を求めれば複
雑性が高くなるというジレンマに陥る。ここに、こうしたジレンマを解消し、相対的ではなく絶対
的な職務価値を評価あるいは測定できる方法が要請されるのである。
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